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【事業所運営におけるポイント】

１ 衛生管理等の体制整備

２ 業務継続計画の策定等

３ 安全計画の策定等
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１ 衛生管理等の体制整備

（１）感染対策委員会の定期的な開催

◆ 事業所における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を設置する

こと。

◆ 定期的に開催（３月に１回以上）すること。

感染症流行時期等を考慮して、必要に応じて随時開催すること。

◆ 結果を全従業者に周知すること。

◆ 構成員の責務及び役割分担を明確にし、専任の感染対策担当者を決めておくこと。

◆ 幅広い職種（管理者、児童指導員、看護職員、医師、栄養士、法人職員等）により構成することが望ま

しい。

◆ 専門家を委員として活用することが望ましい。
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（２）指針の整備

◆ 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。

◆ 平常時の対策と発生時の対応を規定すること。

○ 事業所内の衛生管理（環境の整備、排せつ物の処理、血液・体液の処理等）

○ 日常の支援に係る感染対策（手洗い、傷や血液に触れる時の処置手順の取り決め等）

【平常時の対策】

○ 発生状況の把握

○ 感染拡大の防止

○ 医療機関や保健所、区関係機関との連携、報告

【発生時の対応】
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（３）定期的な研修・訓練の実施

◆ 研修は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発、事業所の指針の周知徹底を目的とする。

◆ 訓練においては、感染症の発生時に迅速に行動できるよう、事業所内の役割分担の確認し、演習等を

実施する。実施手法は、机上と実地を組み合わせながら実施することが望ましい。

◆ 全従業者に対して実施すること。

調理や清掃の業務を委託している場合は、委託を受けている者に対しても事業所の指針を周知すること。

◆ 定期的に実施（年２回以上）し、新規採用職員には必ず実施すること。

◆ 研修・訓練の実施記録を作成すること。
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２ 業務継続計画の策定等

（１）業務継続計画の策定

◆ 感染症に係る業務継続計画と災害に係る業務継続計画を策定すること。

○ 平時からの備え（体制整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保等）

○ 初動対応

○ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報共有等）

【感染症に係る業務継続計画】

○ 平常時の対応（設備の安全対策、ライフライン停止時の対策、必要品の備蓄等）

○ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等）

○ 他施設及び地域との連携

【災害に係る業務継続計画】
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（２）業務継続計画の周知及び定期的な研修・訓練の実施

◆ 研修において、業務継続計画の具体的内容を職員間に共有すること。

◆ 訓練において、事業所内の役割分担の確認や感染症や災害の発生時に実践する支援の演習等を実施する

こと。

◆ 全従業者に対して実施すること。

◆ 定期的に実施（年１回以上）すること。

◆ 研修・訓練の実施記録を作成すること。

（３）業務継続計画の定期的な見直し

◆ 業務継続計画において、あらかじめ役割分担を明確にし、情報を正しく把握した上で、意思決定者から

指示できる仕組みが必要です。

（例）各担当者を決めておく、連絡先を整理する、必要な物資を整理しておく、事業所内で共有する等

◆ 研修・訓練で生じた課題を踏まえて、定期的に見直すこと。 6



３ 安全計画の策定等

（１）事業所の設備の安全点検

（２）従業者、利用児童等に対する事業所外での活動、取組等を含めた事業所での

生活その他の日常生活における安全に関する指導

（３）安全計画の策定

（４）従業者への、策定した安全計画について周知

（５）従業者への研修及び訓練

（６）保護者への、安全計画に基づく取組の内容等について周知
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４ 自動車を運行する場合の所在の確認

【情報提供】

（厚生労働省）感染対策マニュアル・業務継続ガイドライン等

（感染対策マニュアル・業務継続ガイドライン・感染対策指針ひな形・研修動画・新型コロナウイ

ルス感染症ＢＣＰ・自然災害発生時の業務継続ガイドライン）

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html
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（１）利用児童の乗車及び降車の際の、点呼等による利用児童の所在確認

（２）送迎車両に、ブザーその他の車内の利用児童の見落としを防止する装置を備

えることによる利用児童降車時の所在確認


